
  

審 議 の 説 明 
2021年第 4回定例会(12月) 

議案番号 件名 ・ 内容 

承認第 3号 

 

 

 

 

議案第 51号 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 52号 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 53号 

 

 

 

 

 

 

議案第 54号 

 

 

専決処分の承認を求めることについて（令和３年度岐南町一般会計補正予算） 

歳入歳出それぞれ 2億 4,966万 9千円を増額し、89億 5,286万 4千円とし、子育て世

帯への臨時特別給付金給付事業費を令和 3年 11月 19日付けで専決処分としました。 

 (議決日：12月 22日、結果：原案承認) 

 

岐南町行政手続における押印等の見直しに伴う関係条例の整備に関する条例について 

新型コロナウイルス感染症拡大への対応を契機として、テレワーク等の推進とデジタ

ル時代に向けた規制・制度見直しの一環として、令和２年７月に発出されました総務省

自治行政局長通知により、各地方公共団体において、行政手続のオンライン化や書面規

制、押印、対面規制の見直しを積極的に行うよう求められたことに伴い、押印等の規定

のある条例のうち、見直しをすべき 3条例について、一括して改正する整備条例の制定

を行いました。（施行日：令和 4年 4月 1日） 

(議決日：12月 6日、結果：原案可決) 

 

岐南町一般職の任期付職員の採用等に関する条例について 

地方分権の進展に伴い地方行政の高度化・専門化が進む中で、行政では得られにくい、

高度の専門性を備えた民間の人材を活用する必要性や期間が限定される専門的な行政ニ

ーズへの効率的な対応の必要性等が高まっていることに鑑み、専門的な知識経験又は優

れた識見を有する者の採用の円滑化を図るため、地方公共団体の一般職の任期付職員の

採用に関する法律の規定に基づき、職員の任期を定めた採用及びそれら職員の給与の特

例に関し必要な事項を定めました。 

(議決日：12月 22日、結果：原案可決) 

 

岐南町放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

 環境省の「使用済自動車判別ガイドラインに関する報告書」に準じて、放置自動車等

の廃物認定基準を定め、この基準を満たすものは、廃物判定会を経ずに廃物と認定する

改正を行いました。また自動車に加えて、原動機付自転車もこの条例の対象となります。 

(議決日：12月 22日、結果：原案可決) 

 

岐南町国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

健康保険法施行令等の一部を改正する政令が公布されたことに伴い、出産育児一時金

として支給する額を「40万 4,000円」から「40万8,000円」等にする改正を行いました。



  

 

 

 

議案第 55号 

 

 

 

 

 

 

議案第 56号 

 

 

 

 

議案第 57号 

 

 

 

 

 

 

議案第 58号 

（施行日：令和 4年１月 1日） 

 (議決日：12月 22日、結果：原案可決) 

 

令和３年度岐南町一般会計補正予算について 

 歳入歳出それぞれ 5,391万 4千円を増額し、90億 677万 8千円としました。 

歳出の主な内容は、ふるさと納税業務委託料 2,541万 5千円、障害児通所等給付費

4,134万 8千円、小中学校のタブレット端末購入費用 615万 3千円の増額などとともに、

各科目にわたり人件費について精査しました。 

(議決日：12月 6日、結果：原案可決) 

 

令和３年度岐南町国民健康保険特別会計補正予算について 

歳入歳出それぞれ 2,513万 1千円を増額し、24億 7,273万 1千円としました。 

歳出の内容は、一般被保険者高額療養費 2,513万 1千円の増額となりました。 

(議決日：12月 6日、結果：原案可決) 

 

令和３年度岐南町介護保険特別会計補正予算について 

歳入歳出それぞれ 1,775万円を増額し、19億 2,209万 8千円としました。 

歳出の内容は、保険給付費に係る介護予防サービス等諸費 28万 8千円、高額介護サー

ビス等費 1,691万円、地域支援事業費に係る包括的支援事業費・任意事業費 55万 2千円

の増額となりました。 

(議決日：12月 6日、結果：原案可決) 

 

令和３年度岐南町一般会計補正予算について 

歳入歳出それぞれ 2億 4,410万 7千円を増額し、92億 5,088万 5千円としました。 

歳出の内容は、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費 2億 4,410万 7千円の増額

となりました。 ※現金 10万円の一括給付を実施するため 

(議決日：12月 22日、結果：原案可決) 

 


